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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期

第３四半期
連結累計期間

第22期
第３四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年12月31日

自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高 （千円） 2,366,322 4,889,981 3,333,434

経常利益 （千円） 360,592 523,514 461,418

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 240,674 349,222 311,636

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 240,674 349,222 311,636

純資産額 （千円） 2,407,185 2,733,351 2,487,647

総資産額 （千円） 3,479,366 4,430,394 3,776,311

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 33.85 48.94 43.91

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 32.21 46.77 41.75

自己資本比率 （％） 69.1 61.6 65.8

 

回次
第21期

第３四半期
連結会計期間

第22期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2020年10月１日
至　2020年12月31日

自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 11.98 20.93

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　SNSが生活者の意識や購買行動に与える影響力が増している現在、企業においてもSNSを活用したマーケティング

に注力する動きが加速しております。その結果、2020年の日本の総広告費が９年ぶりのマイナス成長となる中にお

いても、当社グループが属するインターネット広告市場は前年比5.9％増と成長を続け、マスコミ四媒体広告費に

匹敵する2.2兆円の市場にまで拡大しており（株式会社電通調べ）、今後もこの傾向は続くものと見込んでおりま

す。

　こうした環境のもと、当社グループにおいては、主に美容領域の企業・ブランドに対し、SNSを主軸としたマー

ケティングソリューションの開発・提供に注力いたしました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は以下の通りとなりました。

 

　　　売上高　　　　　　　　　　　　　　4,889,981千円（前年同期比106.6％増）

　　　営業利益　　　　　　　　　　　　　　525,382千円（前年同期比47.2％増）

　　　経常利益　　　　　　　　　　　　　　523,514千円（前年同期比45.2％増）

　　　親会社株主に帰属する四半期純利益　　349,222千円（前年同期比45.1％増）

 

　セグメント別の業績は以下のとおりです。

 

①マーケティング事業

　マーケティング事業は、「マーケティングソリューション領域」と「ブランド・メディア開発領域」の２領域か

ら構成されます。マーケティングソリューション領域においては、企業のPR・プロモーションを主にデジタル・

SNS領域で支援しております。ブランド・メディア開発領域においては、海外ブランドの輸入販売やD2Cブランドの

開発、自社メディアの開発・運営を行っております。

　本事業においては、マーケティングソリューション領域のインフルエンサーマーケティングと美容メディアであ

るMimiTVが好調に推移し、当該サービスとの連携強化及び特定代理店との取引増加によりSNS広告の取扱額も拡大

いたしました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は以下の通りとなりました。

　　　売上高　　　　　　　　　　　　　　4,842,622千円（前年同期比152.9％増）

　　　セグメント利益　　　　　　　　　　　557,468千円（前年同期比92.3％増）

 

②インベストメント事業

　インベストメント事業は、保有する資金を効果的、効率的に運用するため、非上場会社等への投資を行っており

ます。

　本事業においては、営業投資有価証券として保有する社債の利息収益が発生しました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は以下の通りとなりました。

 

　　　売上高　　　　　　　　　　　　　　 　47,358千円（前年同期比89.5％減）

　　　セグメント利益　　　　　　　　　　 　45,935千円（前年同期比66.5％減）

 

(2）財政状態に関する説明

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は4,430,394千円（前連結会計年度末比654,083千円増加）となりま

した。主な要因は、売上高の増加に伴い現金及び預金と売掛金が増加したことによるものであります。
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（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における負債は1,697,043千円（前連結会計年度末比408,380千円増加）となりまし

た。主な要因は、売上高の増加に伴い売上原価も増加し買掛金が増加したこと、及び未払消費税等の増加によるも

のであります。

 

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産は2,733,351千円（前連結会計年度末比245,703千円増加）となりま

した。主な要因は、配当金の支払いがあった一方で、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金

が増加したことによるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2022年２月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,608,000 7,608,000
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株であり

ます。完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら限定の

ない当社の標準となる株式

であります。

計 7,608,000 7,608,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2022年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年10月１日～

2021年12月31日
26,400 7,608,000 2,204 564,855 2,204 239,471

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2021年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 443,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,135,600 71,356

完全議決権株式であり、権利内容

に何ら限定のない当社の標準とな

る株式であります。

単元未満株式 普通株式 2,400 － －

発行済株式総数  7,581,600 － －

総株主の議決権  － 71,356 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式85株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

トレンダーズ株式会社
東京都渋谷区東三丁目

16番３号
443,600 － 443,600 5.85

計 － 443,600 － 443,600 5.85

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

トレンダーズ株式会社(E26933)

四半期報告書

 6/18



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,408,919 1,750,152

受取手形及び売掛金 604,772 867,069

営業投資有価証券 1,515,029 1,523,127

商品 9,935 19,836

仕掛品 20,303 14,761

その他 22,278 41,217

貸倒引当金 △813 △851

流動資産合計 3,580,425 4,215,312

固定資産   

有形固定資産 66,961 62,893

無形固定資産   

のれん 1,987 －

その他 46,427 73,240

無形固定資産合計 48,414 73,240

投資その他の資産 80,510 78,948

固定資産合計 195,885 215,082

資産合計 3,776,311 4,430,394

負債の部   

流動負債   

買掛金 255,858 455,145

短期借入金 700,000 700,000

未払法人税等 90,812 96,266

その他 222,492 426,094

流動負債合計 1,269,164 1,677,506

固定負債   

資産除去債務 19,499 19,537

固定負債合計 19,499 19,537

負債合計 1,288,663 1,697,043

純資産の部   

株主資本   

資本金 561,192 564,855

資本剰余金 540,192 543,855

利益剰余金 1,688,153 1,926,560

自己株式 △304,383 △304,412

株主資本合計 2,485,155 2,730,858

新株予約権 2,492 2,492

純資産合計 2,487,647 2,733,351

負債純資産合計 3,776,311 4,430,394
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 2,366,322 4,889,981

売上原価 1,275,723 3,464,004

売上総利益 1,090,599 1,425,976

販売費及び一般管理費 733,605 900,594

営業利益 356,994 525,382

営業外収益   

助成金収入 3,989 2,417

雑収入 3,471 907

その他 1 4

営業外収益合計 7,461 3,328

営業外費用   

支払利息 3,855 5,194

その他 7 1

営業外費用合計 3,862 5,195

経常利益 360,592 523,514

税金等調整前四半期純利益 360,592 523,514

法人税、住民税及び事業税 112,960 170,799

法人税等調整額 6,957 3,492

法人税等合計 119,918 174,291

四半期純利益 240,674 349,222

親会社株主に帰属する四半期純利益 240,674 349,222
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純利益 240,674 349,222

四半期包括利益 240,674 349,222

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 240,674 349,222
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これにより、マーケティング事業のサービス提供について、従来の基準に比して収益認識時期がずれる一部の

取引については、それぞれの履行義務の充足時期に応じて収益を認識することとしております。また、顧客への

財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する一部の取引について、顧客から受け取る額から仕

入先等に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、

収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに

従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認

識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約

変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は11,781千円増加し、売上原価は5,681千円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ6,100千円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高

は4,160千円減少しております。

　なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載して

おりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、四半期連結財務諸表へ

の影響はありません。

 

（追加情報）

（取得による企業結合）

　当社は、2021年12月24日開催の取締役会において、当社を株式交付親会社とし、株式会社クレマンスラボラト

リー（以下、「クレマンスラボラトリー」）を株式交付子会社とする株式交付を行うことを決議し、2022年２月

７日付で同社株式を取得し、連結子会社化いたしました。

 

(1)企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称      株式会社クレマンスラボラトリー

事業の内容            化粧品、健康食品・美容機器等の企画・販売業、化粧品OEM受託・販売業

 

②企業結合を行った主な理由

　クレマンスラボラトリーが有する美容医療や再生医療に関する専門性と、当社の強みとするマーケティング

ノウハウをかけあわせ、美容医療・再生医療領域におけるDX支援やマーケティング支援、医療施術・製剤及び

専売品などに取り組むことで、業界課題の解決及び当社グループのさらなる価値向上を図るため。

 

③企業結合日            2022年２月７日（株式交付の効力発生日）

④企業結合の法的形式    現金並びに当社株式を対価とする株式の取得

⑤結合後企業の名称      結合後の企業名に変更等はありません。

⑥取得した議決権比率    100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社が株式交付により議決権の100％を取得し、完全子会社化したことによるものです。
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(2)取得した株式の数

①取得株式数                             20株

②取得後持分比率                        100％

 

(3)取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　取得対価             　　　　現金21,650千円

　交付した当社普通株式の時価  　　　8,350千円

　取得原価                  　　　 30,000千円

 

(4)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　現時点では確定しておりません。

 

(5)効力発生日に受け入れる資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　現時点では確定しておりません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

減価償却費 32,792千円 15,931千円

のれんの償却額 17,884千円 1,987千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月14日

取締役会
普通株式 100,242 14 2020年３月31日 2020年６月15日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月14日

取締役会
普通株式 106,655 15 2021年３月31日 2021年６月15日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

合計
（注）２

 
マーケティン

グ事業
インベストメ

ント事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 1,915,156 451,165 2,366,322 － 2,366,322

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － －

計 1,915,156 451,165 2,366,322 － 2,366,322

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
289,857 137,171 427,028 △70,034 356,994

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△70,034千円は、全社費用であります。全社

費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行って

おります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

合計
（注）２

 
マーケティン

グ事業
インベストメ

ント事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 4,842,622 47,358 4,889,981 － 4,889,981

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － －

計 4,842,622 47,358 4,889,981 － 4,889,981

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
557,468 45,935 603,403 △78,021 525,382

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△78,021千円は、全社費用であります。全社

費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行って

おります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループの報告セグメントは「マーケティング事業」「インベストメント事業」から構成されておりま

す。

　マーケティング事業において、マーケティングソリューションの提供への対価や自社メディアの広告収益な

ど、企業間の取引により発生する収益を「BtoBサービス」、生活者に対する商品・サービスの販売により発生す

る収益を「BtoCサービス」と分類しており、当該分類により分解した収益は以下のとおりであります。

 

 
当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

マーケティング事業　計 4,842,622千円

　BtoBサービス 4,818,663千円

　BtoCサービス 23,959千円

インベストメント事業　計 47,358千円

合計 4,889,981千円

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 33円85銭 48円94銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
240,674 349,222

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
240,674 349,222

普通株式の期中平均株式数（株） 7,110,087 7,135,300

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 32円21銭 46円77銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 362,094 331,754

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2022年２月14日

トレンダーズ株式会社

取締役会　御中
 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 光　廣　　成　史　　　印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトレンダーズ株

式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トレンダーズ株式会社及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四

半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表
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の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

　監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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